
公的研究費に係る不正取引に関与した取引業者に対する処分方針 

 

 

最高管理責任者 

学長 村岡 洋一 

（目的） 

学校法人日本教育財団 東京通信大学が公的研究費を利用して発注する物品の購入や製

造、役務その他の取引について、適正な履行を確保するため、取引業者が不正取引や賄賂

等を行った場合の取引業者に対する処分方針について、以下のとおり定める。 

 

（処分方針） 

不正な取引に関与した業者に対する処分方針は、以下のとおりとする。 

１．処分の方法は、取引停止をもって行う。 

２．処分の対処となる行為は以下のとおりとする。 

（１）調査に当たり、虚偽の申告をしたとき。 

（２）入札又は見積もりに際し、不正の行為があったとき。 

（３）契約の履行に際し、品質、数量等につき不正の行為があったとき。 

（４）その他、本学に不利益をおよぼす行為があったとき。 

３．取引停止の期間については、不正への関与の程度、額等に応じその都度、最高管理責

任者が決定する。 

４．最高管理責任者は、取引停止期間中の業者であっても、次の各号のいずれかに該当す

る場合には、当該事案に限り取引の相手方とすることができるものとする。 

（１）特許等特別な技術を必要とする物品購入等契約で、取引停止期間中の業者以外に

は取引の相手方がいない場合。 

（２）緊急の物品購入等契約で、取引停止の期間中の業者以外では、物品購入等契約の

目的を達成することができない場合。 

（３）その他、当該業者以外の業者と取引することが著しく不利と認められる場合。 

 

（不正防止に向けた取組み） 

不正を防止するために、以下の措置を行う。 

（１）公的研究費の不正防止に係る方策及び不正に関与した際の処分内容についてホー

ムページ等により広く周知する。 

（２）一定の取引実績（年間を通じて取引額が５０万円を超える）のある取引業者に対

し、不正を行わない旨等を記した誓約書の徴取を原則として年１回行う。 

 

以上 


